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１．経営成績（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日） 
 

 正味収入保険料 経 常 利 益      当期純利益 

 百万円    百万円 百万円 

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 期  １５，２０７  １，５６７ ９４５ 

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 期  １４，７０５  １，８９１ １，０９９ 
 

 
１株当たり 

当期純利益 

自己資本 

当期純利益率 
正味損害率 正味事業費率 

 円    銭 ％ ％ ％ 

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 期 ２，３６３ １４ １．６ ４０．５ ４７．９ 

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 期 ２，７４９ ７７ １．９ ４２．６ ４８．３ 

（注）金額は記載単位未満を切り捨てており、諸比率は四捨五入により表示しております。また、マイナスの場合は 

 △表示しております。以下の諸表も同様であります。 

○正味損害率  ･･･ 
正味支払保険金＋損害調査費 

×１００ 
正味収入保険料 

○正味事業費率 ･･･ 
諸手数料及び集金費＋営業費及び一般管理費 

×１００ 
正味収入保険料 

なお、営業費及び一般管理費は保険引受に係るものに限ります。 

 

２．財政状態（平成２８年３月３１日現在） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

平成２８年３月期 ８２，２３８ ５８，８８２ ７１．６ １４７，２０６ １５ 

平成２７年３月期 ８０，９５３ ５８，６８１ ７２．５ １４６，７０４ ３８ 

（参考） 自己資本  平成 28年 3月期第 3四半期   58,577百万円   平成 27年 3月期   58,681百万円 

 

３．配当の状況 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

平成２７年３月期 2,291 47 2,291 47 916 83.3 1.6

平成２８年３月期 1,969 28 1,969 28 787 83.3 1.3

― ― ―

― ― ―

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

 

 



 

※ 注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更         ： 無 

② ①以外の会計方針の変更                 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更                 ：  無 

④ 修正再表示                     ： 無 

（２）発行済株式数（普通株式） 

 

① 期末発行済株式数 

 （自己株式を含む） 
平成 28年 3月期 400,000株 平成 27年 3月期 400,000株 

② 期末自己株式数 平成 28年 3月期 ―  株 平成 27年 3月期 ―  株 
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１．平成２７年度の事業概況 

 

（経営環境） 

平成２７年度の日本経済は、内外需とも確たるけん引役不在のなか、停滞局面が続きました。また、

金融市場では、世界景気の減速懸念や、原油安などによる投資家のリスク回避姿勢の強まりから、年

末以降株安・円高が進んだほか、長期金利は１月に日銀がマイナス金利政策を発表したことを受け、

マイナス圏まで低下しました。 

 

（事業の経過） 

このような情勢のもと、平成２６年４月にスタートした「第４次中期経営計画」の中間年度である

平成２７年度は、当社にとって「合併１０周年」の年にあたり、将来の成長をめざし、営業支援・営

業推進機能の強化、お客さまサービスの拡充、事務・システム品質の改善、人材育成の強化や各種管

理態勢の高度化等に向けて取り組んでまいりました。 

営業・サービス面においては、引き続き企業・団体のお客さまの福利厚生制度をサポートする傷害

保険等の福利厚生制度関連商品の販売、企業の経営にかかわる諸リスクへの解決策を提供する取引信

用保険や会社役員賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）等にかかるコンサルティング機能の強化等を進めてま

いりました。 

ご高齢者に対する保険募集については、適切かつ十分な説明が必要であることから、募集、お申し

出・保全、支払いの状況に応じてきめ細やかな対応に取り組むとともに、障害者の方への対応につい

ても高度化を推進しております。 

経営品質面においては、事務の適正性の確認や事務フローの見直し、社会保障・税番号制度（マイ

ナンバー）導入の円滑な対応に向けた体制整備に取り組んでまいりました。 

また、首都圏直下型地震等の発生時における業務の継続等を通じ、お客さま対応等災害の影響を極

小化することを企図し、本社（東京）に集中している支払関連事務機能を分散化・複線化するため、

平成２８年４月に大阪サービス拠点（損害サービス部大阪損害サービスグループ）を新設するととも

に、システム体制や危機管理関連規定の整備を推進しました。 

資産運用面においては、従来の国債を中心とした国内債券運用方針は継続しつつ、中長期的な収益

拡大の観点から、国内債券以外の投資対象資産のリスク・リターン特性のバランス等も考慮し、適切

なリスク管理のもとで投資信託による内外の債券・株式へ分散投資を実施しました。 

 

（事業の成果） 

以上のような取組みを行った結果、平成２７年度の事業の成果は次のとおりであります。 

損益につきましては、保険引受収益が１５２億４７百万円、資産運用収益が５億８６百万円となり、

経常収益は１５８億４０百万円となりました。一方、保険引受費用が９９億６６百万円、営業費及び

一般管理費が４２億９７百万円となり、経常費用は１４２億７２百万円となりました。この結果、経

常利益は前期に比べて３億２４百万円減少し、１５億６７百万円となりました。 

経常利益に特別損失、法人税及び住民税ならびに法人税等調整額を加減した当期純利益は前期に比

べて１億５４百万円減少し、９億４５百万円となりました。 
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保険引受の概況は次のとおりであります。 

保険引受収益のうち、正味収入保険料は前期に比べて５億２百万円増加し、１５２億７百万円とな

りました。保険引受費用のうち正味支払保険金は前期に比べて１億２７百万円減少し、５３億６２百

万円となり、これに損害調査費を加えた正味損害率は４０. ５％となりました。また保険引受に係る

営業費及び一般管理費については前期に比べて１３百万円増加し、４２億２１百万円となった結果、

正味事業費率は４７. ９％となりました。これらに積立保険料等運用益、責任準備金繰入額および支

払備金繰入額などを加減した保険引受利益は前期より３億２０百万円減少し、１０億６７百万円とな

りました。 

 

主な保険種目の状況は次のとおりであります。 

火災保険：正味収入保険料は３億９４百万円となりました。正味支払保険金は１億８４百万円で、

正味損害率は５１．２％であります。 

傷害保険：正味収入保険料は１１９億２１百万円となりました。正味支払保険金は３８億６８百万

円で、正味損害率は３８．７％であります。 

その他の保険：その他の保険は、自動車損害賠償責任保険、信用保険、賠償責任保険、労働者災害

補償責任保険などが主なものであり、正味収入保険料は２８億９２百万円となりました。正味支払保

険金は１３億９百万円で、正味損害率は４６．６％であります。 

 

資産運用の概況は次のとおりであります。 

平成２８年３月３１日現在の総資産は８２２億３８百万円となりました。このうち運用資産は  

７８２億２５百万円となりました。 

総資産に対する運用資産の比率は９５. １％であります。資産の主な内訳は、国債６７５億３０百

万円、その他の証券３８億３９百万円、預貯金３２億３３百万円などであります。また、利息及び配

当金収入は６億２４百万円となりました。 

 

（対処すべき課題） 

当社を取り巻く経営環境は厳しさを増しておりますが、ご高齢者等への対応も含め、お客さまのお

申し出やニーズに即した商品・サービスのご提供、お客さま視点からの業務品質向上に努めることに

より、お客さまからより高い信頼をいただけるようさまざまな取組みを進めるとともに、事務品質の

向上に資する各種システムの改定等を検討・実施してまいります。 

また、災害等発生時に備えた業務継続態勢のさらなる高度化のほか、適切なリスク管理のもと、資

産運用収益の維持・拡大に向けた、投資対象の多様化に継続して取り組んでまいります。 

あわせて、統合リスク管理の高度化をはじめ、内部管理態勢やコンプライアンス態勢のいっそうの

充実と、業務効率化や経費縮減に努めてまいります。 

これらの取組みにより、「お客さまを大切にする会社」を実現してまいります。 
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２．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位:百万円,％)

平成２６年度 平成２７年度

（平成27年3月31日現在) （平成28年3月31日現在)

構 成 比 構 成 比

2,199 2.72 3,236 3.93 1,036

2 2

2,196 3,233

71,097 87.83 71,473 86.91 375

70,934 67,530

161 100

1 2

－ 3,839

－ － 0 0.00 0

－ 0

3,578 4.42 3,578 4.35 △0

2,593 2,593

933 925

51 59

1,557 1.92 1,486 1.81 △70

1,448 1,286

109 199

2,246 2.78 2,197 2.67 △49

1,614 1,568

67 79

90 104

29 2

10 7

130 125

2 2

83 88

218 217

273 0.34 266 0.32 △7

△0 △0.00 △0 △0.00 －

80,953 100.00 82,238 100.00 1,284

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

再 保 険 貸

外 国 再 保 険 貸

貸 倒 引 当 金

共 同 保 険 貸

資 産 の 部 合 計

比較増減

未 収 金

未 収 収 益

預 託 金

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

建 物

貸 付 金

保 険 約 款 貸 付

繰 延 税 金 資 産

地 震 保 険 預 託 金

仮 払 金

そ の 他 資 産

代 理 店 貸

土 地

金 額

( 資 産 の 部 )

現 金 及 び 預 貯 金

現 金

預 貯 金

有 価 証 券

金 額

国 債

社 債

株 式

有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 証 券

科 目 

年 度 

-4-
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(単位:百万円,％)

平成２６年度 平成２７年度

（平成27年3月31日現在) （平成28年3月31日現在)

構 成 比 構 成 比

19,989 24.69 20,722 25.20 733

5,307 5,514

14,682 15,208

2,065 2.55 2,389 2.91 324

117 123

13 7

155 141

273 431

103 104

8 8

656 819

735 753

108 0.13 129 0.16 20

108 0.13 113 0.14 5

108 113

22,271 27.51 23,355 28.40 1,084

52,000 64.23 52,000 63.23 －

1,455 1.80 1,455 1.77 －

1,455 1,455

4,440 5.48 4,468 5.43 28

2,339 2,523

2,100 1,945

2,100 1,945

57,895 71.52 57,923 70.43 28

786 0.97 958 1.17 172

786 0.97 958 1.17 172

58,681 72.49 58,882 71.60 200

80,953 100.00 82,238 100.00 1,284

再 保 険 借

純 資 産 の 部 合 計

価 格 変 動 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

比較増減

金 額

利 益 剰 余 金

責 任 準 備 金

外 国 再 保 険 借

賞 与 引 当 金

そ の 他 負 債

共 同 保 険 借

金 額

負 債 の 部 合 計

( 純 資 産 の 部 )

資 本 金

支 払 備 金

( 負 債 の 部 )

保 険 契 約 準 備 金

仮 受 金

負債及び純資産の部合計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

未 払 法 人 税 等

預 り 金

利 益 準 備 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

前 受 収 益

未 払 金

特 別 法 上 の 準 備 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

科 目 

年 度 

-5-
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（注）１． 会計方針に関する事項は以下のとおりであります。 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

①  満期保有目的の債券の評価は、償却原価法により行っております。 

②  その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によ

り行っております。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算

定は移動平均法に基づいております。 

③  その他有価証券のうち時価のないものの評価は、移動平均法に基づく原価法により行って

おります。 

（２） 有形固定資産の減価償却は定率法により行っております。ただし、平成１０年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法により行っております。 

（３） 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間に基づく

定額法によっております。 

（４） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行って

おります。 

（５） 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当

基準に基づき、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が

発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権に

ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控

除し、その残額を引き当てております。 

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を

債権額に乗じた額を引き当てております。 

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、勘定科目主管部が資産査定を実施し、当

該部から独立した業務監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当

を行っております。 

（６） 賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。 

（７） 価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第１１５条の規定に

基づき計上しております。 

（８） 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管

理費等の費用は税込方式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っておりま

す。 
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２．（１） 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

   当社は、資産の運用にあたり、安全性・健全性・流動性に留意し、中長期的に安定収益を

確保することを基本方針としております。運用資産は主に有価証券であり、国内の公社債に

よる運用を基本としつつ、運用収益向上を企図して投資信託による運用も行っております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

    当社が保有する主な金融資産は、国内の公社債を中心とする有価証券であり、満期保有目

的の債券及びその他有価証券として保有しております。これらは、金利リスクを中心とした

市場関連リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。投資信託は金利、株価、為替

などの市場関連リスクや発行体の信用リスクに晒されております。また、未払金その他の金

融負債の支払など資金管理に関して流動性リスクに晒されております。なお、当社はデリバ

ティブ取引を行っておりません。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

 （ⅰ） 市場関連リスクの管理 

       当社は、市場関連リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め市場関

連リスク管理を行うとともに、リスク管理にかかわる審議等を行うリスク管理・コンプラ

イアンス委員会に取組状況を報告しております。     

       市場関連リスクの管理にあたっては、損失限度枠等、リスク管理上必要と判断される限

度枠を設定し、また、定期的に見直しを行っております。さらに、当社ではＶaＲ手法に

よるリスク量の計測に加えて、通常の予測を超えた急激な市場変動が発生する事態も想定

して、ストレステストを定期的に行っております。 

 （ⅱ） 信用リスクの管理 

     当社は、信用リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め信用リスク

管理を行うとともに、リスク管理・コンプライアンス委員会に取組状況を報告しておりま

す。信用リスクの管理にあたっては、保有資産全体の安全性・健全性に鑑み、リスクが特

定企業・グループ等に集中することのないよう運用先の分散を図るとともに、特に一定額

以上の投融資や重要度の高い案件については、経営会議等で検討のうえ、決裁する体制と

なっております。 

 （ⅲ） 資金調達に係る流動性リスクの管理 

    当社は、流動性リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め流動性リ

スク管理を行うとともに、リスク管理・コンプライアンス委員会に取組状況を報告してお

ります。流動性リスクの管理にあたっては、低流動性資産の運用制限、大口資金移動の事

前把握等により、手元流動性水準を的確にコントロールしております。 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１． 会計方針に関する事項は以下のとおりであります。 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

①  満期保有目的の債券の評価は、償却原価法により行っております。 

②  その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によ

り行っております。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算

定は移動平均法に基づいております。 

③  その他有価証券のうち時価のないものの評価は、移動平均法に基づく原価法により行って

おります。 

（２） 有形固定資産の減価償却は定率法により行っております。ただし、平成１０年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法により行っております。 

（３） 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間に基づく

定額法によっております。 

（４） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行って

おります。 

（５） 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当

基準に基づき、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が

発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権に

ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控

除し、その残額を引き当てております。 

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を

債権額に乗じた額を引き当てております。 

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、勘定科目主管部が資産査定を実施し、当

該部から独立した業務監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当

を行っております。 

（６） 賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。 

（７） 価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第１１５条の規定に

基づき計上しております。 

（８） 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管

理費等の費用は税込方式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っておりま

す。 
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明治安田損害保険株式会社　平成２８年３月期　決算の概況

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

     平成２８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません（注２）。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 現金及び預貯金 ３，２３６ ３，２３６ － 

② 有価証券    

満期保有目的の債券 １８，７０２ ２０，７９１ ２，０８９ 

その他有価証券 ５２，７６８ ５２，７６８ － 

③ 代理店貸 １，５６８ １，５６８ － 

資産計 ７６，２７５ ７８，３６４ ２，０８９ 

  (注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項 

   資産 

①  現金及び預貯金 

      満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に 

よっております。 

②  有価証券 

      これらの時価について、債券は期末日の市場価格によっております。投資信託について

は、取引金融機関から提示された基準価額によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

     （ⅰ） 満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、当事業年度中に売却した満期保有

目的の債券はありません。 

（単位：百万円） 

 
種類 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

時価が貸借対照表計上

額を超えるもの 
公社債 １８，０８０ ２０，１７３ ２，０９２ 

時価が貸借対照表計上

額を超えないもの 
公社債 ６２１ ６１８ △ ３ 

合計 １８，７０２ ２０，７９１ ２，０８９ 

 

（ⅱ） その他有価証券の当事業年度中の売却額は１，４００百万円であり、売却損の合

計額は８百万円であります。また、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

２．（１） 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

   当社は、資産の運用にあたり、安全性・健全性・流動性に留意し、中長期的に安定収益を

確保することを基本方針としております。運用資産は主に有価証券であり、国内の公社債に

よる運用を基本としつつ、運用収益向上を企図して投資信託による運用も行っております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

    当社が保有する主な金融資産は、国内の公社債を中心とする有価証券であり、満期保有目

的の債券及びその他有価証券として保有しております。これらは、金利リスクを中心とした

市場関連リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。投資信託は金利、株価、為替

などの市場関連リスクや発行体の信用リスクに晒されております。また、未払金その他の金

融負債の支払など資金管理に関して流動性リスクに晒されております。なお、当社はデリバ

ティブ取引を行っておりません。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

 （ⅰ） 市場関連リスクの管理 

       当社は、市場関連リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め市場関

連リスク管理を行うとともに、リスク管理にかかわる審議等を行うリスク管理・コンプラ

イアンス委員会に取組状況を報告しております。     

       市場関連リスクの管理にあたっては、損失限度枠等、リスク管理上必要と判断される限

度枠を設定し、また、定期的に見直しを行っております。さらに、当社ではＶaＲ手法に

よるリスク量の計測に加えて、通常の予測を超えた急激な市場変動が発生する事態も想定

して、ストレステストを定期的に行っております。 

 （ⅱ） 信用リスクの管理 

     当社は、信用リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め信用リスク

管理を行うとともに、リスク管理・コンプライアンス委員会に取組状況を報告しておりま

す。信用リスクの管理にあたっては、保有資産全体の安全性・健全性に鑑み、リスクが特

定企業・グループ等に集中することのないよう運用先の分散を図るとともに、特に一定額

以上の投融資や重要度の高い案件については、経営会議等で検討のうえ、決裁する体制と

なっております。 

 （ⅲ） 資金調達に係る流動性リスクの管理 

    当社は、流動性リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め流動性リ

スク管理を行うとともに、リスク管理・コンプライアンス委員会に取組状況を報告してお

ります。流動性リスクの管理にあたっては、低流動性資産の運用制限、大口資金移動の事

前把握等により、手元流動性水準を的確にコントロールしております。 
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（単位：百万円） 

 
種類 

貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

公社債 ４８，３７９ ４６，８８６ １，４９２ 

株式 － － － 

その他 １，０１６ １，０００ １６ 

小計 ４９，３９５ ４７，８８６ １，５０８ 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

公社債 ５５０ ５５０  △ ０ 

株式 － － － 

その他 ２，８２２ ３，０００ △１７７ 

小計 ３，３７２ ３，５５０ △１７７ 

合計   ５２，７６８  ５１，４３６ １，３３１ 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含めてお 

りません。 

 

     （ⅲ） 上記の表中にある「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当事業年度

において、減損処理を行った有価証券はありません。 

     （ⅳ） 当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。 

    ③ 代理店貸 

      短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

  (注２)  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりであり、「資産

② 有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

      非上場株式（貸借対照表計上額２百万円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・

フローを見積もることができないことから時価開示の対象とはしておりません。 

  (注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 
１０年超 

現金及び預貯金 

 預貯金 

有価証券 

満期保有目的の債券 

  国債 

  地方債 

  社債 

 その他有価証券のう

ち満期があるもの 

  国債 

  地方債 

  社債 

代理店貸 

 

３，２３３ 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

９，４１５ 

－ 

１００ 

１，５６８ 

 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

２４，６８４ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

 

８，５６０ 

－ 

－ 

 

 

１２，６８５ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

 

８，７２０ 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

合計 １４，３１６ ２４，６８４ ２１，２４５ ８，７２０ 

 

 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

     平成２８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません（注２）。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 現金及び預貯金 ３，２３６ ３，２３６ － 

② 有価証券    

満期保有目的の債券 １８，７０２ ２０，７９１ ２，０８９ 

その他有価証券 ５２，７６８ ５２，７６８ － 

③ 代理店貸 １，５６８ １，５６８ － 

資産計 ７６，２７５ ７８，３６４ ２，０８９ 

  (注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項 

   資産 

①  現金及び預貯金 

      満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に 

よっております。 

②  有価証券 

      これらの時価について、債券は期末日の市場価格によっております。投資信託について

は、取引金融機関から提示された基準価額によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

     （ⅰ） 満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、当事業年度中に売却した満期保有

目的の債券はありません。 

（単位：百万円） 

 
種類 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

時価が貸借対照表計上

額を超えるもの 
公社債 １８，０８０ ２０，１７３ ２，０９２ 

時価が貸借対照表計上

額を超えないもの 
公社債 ６２１ ６１８ △ ３ 

合計 １８，７０２ ２０，７９１ ２，０８９ 

 

（ⅱ） その他有価証券の当事業年度中の売却額は１，４００百万円であり、売却損の合

計額は８百万円であります。また、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。 
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３． 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

当社では、東京都にある本社ビルにおいて一部賃貸をしており、当期末における当該賃貸等不動産

の貸借対照表価額は１，０２６百万円、時価は１，４００百万円であります。なお、時価の算定にあ

たっては、社外の不動産鑑定士による鑑定評価によっております。 

４． 有形固定資産の減価償却累計額は２，０１２百万円であります。 

５． 関係会社に対する金銭債権の総額は２百万円、金銭債務の総額は７４３百万円であります。 

６． 繰延税金資産の総額は３，３１３百万円、繰延税金負債の総額は５９０百万円であります。また、

繰延税金資産から評価性引当額として控除した額は２，４５６百万円であります。 

  繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金２，６４７百万円、支払備金４０９百万円及

びソフトウェア１７３百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券に係る評価差額金３７２百万円、自動車

損害賠償責任保険にかかる責任準備金２１７百万円であります。 

      法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正は次のとおりであります。 

    「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２８年法律第１５号）が平成２８年３月２９日に国会で成

立し、平成２８年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げが行われることとなりまし

た。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の２８．８５％

から、平成２８年４月１日に開始する事業年度及び平成２９年４月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異等については２８．２４％に、平成３０年４月１日に開始する事業年度以降に解

消が見込まれる一時差異等については２８．００％となります。 

この税率変更により、責任準備金は９百万円、その他有価証券に係る評価差額金は１１百万円、法

人税等調整額は１２百万円それぞれ増加し、繰延税金資産（繰延税金負債を控除した金額）は１百万

円、当期純利益は２１百万円それぞれ減少しております。 

７．（１） 支払備金の内訳は次のとおりであります。 

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） ６，３６０百万円 

同上にかかる出再支払備金 １，２３２百万円 

差引（イ）  ５，１２８百万円 

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） ３８５百万円 

計（イ＋ロ） ５，５１４百万円 

（２） 責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） ６，２５０百万円 

同上にかかる出再責任準備金 ９６６百万円 

差引（イ） ５，２８４百万円 

その他の責任準備金（ロ） ９，９２４百万円 

計（イ＋ロ） １５，２０８百万円 
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８． １株当たりの純資産額は１４７，２０６円１５銭であります。 

算定上の基礎である純資産額は５８，８８２百万円、普通株式の期末株式数は４００千株でありま

す。 

９． 事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりません。 

１０． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（２）損益計算書

（単位：百万円）

経　　常　　収　　益　　 15,547 15,840 293 

14,943 15,247 303 

14,705 15,207 502 

1 1 － 

32 37 5 

204 － △204 

－ 0 0 

0 0 △0 

598 586 △11 

630 624 △6 

△32 △37 △5 

4 6 1 

経　　常　　費　　用 13,655 14,272 617 

9,363 9,966 602 

5,489 5,362 △127 

767 803 36 

2,890 3,066 176 

－ 207 207 

216 526 310 

0 － △0 

0 － △0 

－ 8 8 

－ 8 8 

4,290 4,297 6 

0 0 △0 

0 0 △0 

経    常    利    益 1,891 1,567 △324 

特    別    損    失 11 7 △4 

0 1 1 

10 5 △5 

10 5 △5 

1,880 1,560 △320 

551 661 110 

229 △46 △275 

780 614 △165 

1,099 945 △154 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

損 害 調 査 費

利 息 及 び 配 当 金 収 入

保 険 引 受 収 益

そ の 他 の 経 常 費 用

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

資 産 運 用 費 用

責 任 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 保 険 引 受 費 用

支 払 備 金 繰 入 額

そ の 他 保 険 引 受 収 益

比較増減

そ の 他 経 常 費 用

平成26年 4月 1日から

平成27年 3月31日まで

平成２６年度

金     額

為 替 差 益

為 替 差 損

正 味 支 払 保 険 金

有 価 証 券 売 却 損

正 味 収 入 保 険 料

収 入 積 立 保 険 料

積 立 保 険 料 等 運 用 益

支 払 備 金 戻 入 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

固 定 資 産 処 分 損

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金

平成２７年度

平成27年 4月 1日から

金     額

平成28年 3月31日まで

そ の 他 経 常 収 益

保 険 引 受 費 用

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替

資 産 運 用 収 益

科 目 

年 度 
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293

303

（注） １. 関係会社との取引による収益総額は１１７百万円、費用総額は１，１８１百万円であります。 

２．（１） 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

収入保険料 １６，５５１百万円 

支払再保険料 １，３４４百万円 

差引 １５，２０７百万円 

（２） 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。 

支払保険金 ５，５０６百万円 

回収再保険金 １４４百万円 

差引 ５，３６２百万円 

（３） 諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。 

支払諸手数料及び集金費 ３，３１０百万円 

出再保険手数料 ２４３百万円 

差引 ３，０６６百万円 

（４） 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） ５１３百万円 

同上にかかる出再支払備金繰入額 ２８７百万円 

差引（イ） ２２６百万円 

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） △１９百万円 

計（イ＋ロ） ２０７百万円 

（５） 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） １３４百万円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額 ５４百万円 

差引（イ） ８０百万円 

その他の責任準備金繰入額（ロ） ４４６百万円 

計（イ＋ロ） ５２６百万円 

（６） 利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 ０百万円 

有価証券利息・配当金 ５２１百万円 

貸付金利息 ０百万円 

不動産賃貸料 １０２百万円 

その他利息・配当金 ０百万円 

計 ６２４百万円 

３．１株当たりの当期純利益金額は２，３６３円１４銭であります。 

算定上の基礎である当期純利益金額及び普通株式に係る当期純利益金額は９４５百万円、普通株

式の期中平均株式数は４００千株であります。 

潜在株式調整後１株当たりの当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

その他
利益

剰余金
繰越利益
剰余金

当期首残高 52,000 1,455 1,455 2,188 1,908 4,096 57,551 690 690 58,242

当期変動額

剰余金の配当 － － － － △756 △756 △756 － － △756

当期純利益 － － － － 1,099 1,099 1,099 － － 1,099

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－ － － 151 △151 － － 95 95 95

当期変動額合計 － － － 151 192 343 343 95 95 439

当期末残高 52,000 1,455 1,455 2,339 2,100 4,440 57,895 786 786 58,681

（株主資本等変動計算書の注記）

１．　発行済株式の種類及び総数に関する事項は以下のとおりであります。

     (単位：株）

２．　配当に関する事項は以下のとおりであります。

（１）配当金支払額

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

３．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

利益
剰余金
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・
換算差額
等合計

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末株式数

発行 済 株式 400,000 － － 400,000

普通株式 400,000 － － 400,000

合　計 400,000 － － 400,000

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 916百万円 利益剰余金 2,291円47銭 平成27年3月31日 平成27年6月29日

決議

平成27年6月25日
定 時 株 主 総 会

株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 756百万円 1,890円88銭 平成26年3月31日 平成26年6月30日

決議

平成26年6月26日
定 時 株 主 総 会
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当事業年度（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで） （単位：百万円）

その他
利益

剰余金
繰越利益
剰余金

当期首残高 52,000 1,455 1,455 2,339 2,100 4,440 57,895 786 786 58,681

当期変動額

剰余金の配当 － － － － △916 △916 △916 － － △916

当期純利益 － － － － 945 945 945 － － 945

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－ － － 183 △183 － － 172 172 172

当期変動額合計 － － － 183 △154 28 28 172 172 200

当期末残高 52,000 1,455 1,455 2,523 1,945 4,468 57,923 958 958 58,882

（株主資本等変動計算書の注記）

１．　発行済株式の種類及び総数に関する事項は以下のとおりであります。

     (単位：株）

２．　配当に関する事項は以下のとおりであります。

（１）配当金支払額

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

３．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

該当ありません。

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・
換算差額
等合計

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

利益
剰余金
合計

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末株式数

発行 済 株式 400,000 － － 400,000

普通株式 400,000 － － 400,000

合　計 400,000 － － 400,000

株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 916百万円 2,291円47銭 平成27年3月31日 平成27年6月29日

決議

平成27年6月25日
定 時 株 主 総 会

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 787百万円 利益剰余金 1,969円28銭 平成28年3月31日 平成28年6月29日
平成28年6月27日
定 時 株 主 総 会

決議
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３．補足情報

（単位：百万円，％）

平成２６年度 平成２７年度

（第１９期） （第２０期）

15,259 15,464 205 1.3

( 15,258 ) ( 15,463 ) ( 205 ) ( 1.3 )

14,943 15,247 303 2.0

（ うち ） ( 14,705 ) ( 15,207 ) ( 502 ) ( 3.4 )

（ うち ） ( 1 ) ( 1 ) ( － ) ( － )

9,363 9,966 602 6.4

（ うち ） ( 5,489 ) ( 5,362 ) ( △127 ) ( △2.3 )

（ うち ） ( 767 ) ( 803 ) ( 36 ) ( 4.7 )

（ うち ） ( 2,890 ) ( 3,066 ) ( 176 ) ( 6.1 )

598 586 △11 △2.0

（ うち ） ( 630 ) ( 624 ) ( △6 ) ( △1.0 )

－ 8 8 －

（ うち ） ( － ) ( 8 ) ( 8 ) ( － )

4,290 4,297 6 0.2

（ ） ( 4,207 ) ( 4,221 ) ( 13 ) ( 0.3 )

3 5 1 43.3

1,891 1,567 △324 △17.1

（ ） ( 1,388 ) ( 1,067 ) ( △320 ) ( △23.1 )

11 7 △4 △36.0

△11 △7 4 －

1,880 1,560 △320 △17.0

551 661 110 20.0

229 △46 △275 △120.3

780 614 △165 △21.2

1,099 945 △154 △14.1

42.6 % 40.5 %

48.3 47.9

0.84 0.82

0.84 0.81

(参考)時価総合利回り：平成２６年度は０.９７％、平成２７年度は１.０９％であります。

(注)

 1.保険引受利益＝保険引受収益－(保険引受費用＋保険引受に係る営業費及び一般管理費)±その他収支

　 なお、その他収支は自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額などであります。

 2.各利回りの計算方法は下記に記載したとおりであります。

 ＜利回りの計算方法＞

  1.運用資産利回り(インカム利回り)

 　・分子＝利息及び配当金収入

   ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高

  2.資産運用利回り(実現利回り)

   ・分子＝資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用

   ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高

  3.時価総合利回り(参考開示)

   ・分子＝(資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用)＋(当期末評価差額＊－前期末評価差額＊)＋繰延ヘッジ損益増減

   ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高＋その他有価証券に係る前期末評価差額＊＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益

            ＊税効果控除前の金額による

そ の 他 経 常 損 益

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 収 入

資 産 運 用 費 用

有 価 証 券 売 却 損

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

保 険 引 受 収 益

正 味 収 入 保 険 料

収 入 積 立 保 険 料

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

運 用 資 産 利 回 り （ イ ン カ ム 利 回 り ）

資 産 運 用 利 回 り （ 実 現 利 回 り ）

法 人 税 等 合 計

正 味 損 害 率諸

比

率

正 味 事 業 費 率

特 別 損 益

法 人 税 及 び 住 民 税

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

保険引受に係る営業費及び一般管理費

損 害 調 査 費

正 味 支 払 保 険 金

経 常 利 益

保 険 引 受 利 益

保 険 引 受 費 用

元 受 正 味 保 険 料 （ 含 む 収 入 積 立 保 険 料 ）

（ 元 受 正 味 保 険 料 ）

（１）平成２７年度　損益状況の対前期比較

比 較 増 減 増 減 率年  度 
科  目 
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明治安田損害保険株式会社　平成２８年３月期　決算の概況

（２）種目別保険料・保険金

元受正味保険料（除く収入積立保険料） （単位：百万円，％）

正味収入保険料 （単位：百万円，％）

正味支払保険金 （単位：百万円，％）

火 災

傷 害

自 動 車

自動車損害賠償責任

信 用

賠 償 責 任

労働者災害補償責任

そ の 他

合 計

（注）正味損害率は正味支払保険金に損害調査費を加えて算出しております。

6.0)(        

5,489 1.8 42.6 5,362 △2.3 40.5 △2.0)(      

33 △70.1 21.5 46 38.5 27.5 

45.4 23.0 108 △11.8 20.3 △2.7)(      

71 6.8 15.8 89 24.0 16.4 0.6)(        

123 

△1,549.4)(  

1,041 △3.9 108.4 1,010 △3.0 113.1 4.7)(        

57 △45.0 2,515.3 18 △67.6 965.9 

△30.3 7.8 △7.5)(      

0.9 38.7 △0.6)(      

274 72.6 63.4 184 △32.9 51.2 △12.2)(     

3,835 

金 額
対前年増減 正 味

平成２６年度

（ 第 １９ 期 ）

（△）率

合 計 14,705 100.0 

損 害 率

15.7 

△1.7 

623 4.1 

566 3.7 

161 

（ 第 ２０ 期 ）

7.8 

15,207 100.0 3.4 1.3 

1.1 

平成２７年度

174 

労 働 者 災 害 補 償 責 任

△7.8 

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 960 6.5 △2.1 893 5.9 △7.0 

自 動 車 2 2 0.0 

78.4 3.2 

394 2.6 △14.0 

11,921 

金 額

0.3 

傷 害 11,556 78.6 1.5 

火 災 458 3.1 10.1 

合 計 15,258 

構 成 比
対前年増減

金 額 構 成 比
対前年増減

（△）率 （△）率

平成２６年度 平成２７年度

（ 第 １９ 期 ） （ 第 ２０ 期 ）

1.3 

そ の 他 125 

602 4.0 △4.6 597 

0.8 0.8 125 0.8 

3.9 △0.9 

842 5.4 △1.4 

信 用 1,038 

100.0 1.4 15,463 100.0 

－

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 － － － － － －

自 動 車 － － － － － 

6.8 0.8 1,066 6.9 2.6 

（ 第 １９ 期 ）

11,936 78.2 0.9 

対前年増減

（△）率 （△）率

12,189 78.8 2.1 

641 4.1 △8.4 火 災 700 4.6 15.3 

傷 害

平成２６年度 平成２７年度

（ 第 ２０ 期 ）

金 額 構 成 比
対前年増減

金 額 構 成 比

対前年増減 正 味
（△）率 損 害 率 (比較増減(△))

450 3.1 △0.3 632 4.2 40.5 

576 3.9 △4.7 

538 3.7 4.1 

労 働 者 災 害 補 償 責 任

賠 償 責 任 854 5.6 3.3 

信 用

52 64.2 15.3 36 

0.0 －

そ の 他

賠 償 責 任

2.3 39.3 3,868 

1.1 3.7 

金 額

年  度 

種  目 

年  度 

種  目 

年  度 

種  目 
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明治安田損害保険株式会社　平成２８年３月期　決算の概況

（３）有価証券

１.売買目的有価証券
　　該当ありません。

２.満期保有目的の債券 　　　（単位：百万円）

貸借対照表
計上額

時価 差額
貸借対照表

計上額
時価 差額

公 社 債 15,006 16,278 1,272 18,080   20,173   2,092    
外 国 証 券 -        -        -        -        -        -        
そ の 他 -        -        -        -        -        -        
小 計 15,006 16,278 1,272 18,080   20,173   2,092    
公 社 債 1,864    1,848    △ 16 621      615      △ 3 
外 国 証 券 -        -        -        -        -        -        
そ の 他 -        -        -        -        -        -        
小 計 1,864    1,848    △ 16 621      618      △ 3 

16,871 18,127 1,256 18,702   20,791   2,089    

３.その他有価証券 　　　（単位：百万円）

貸借対照表
計上額

取得原価 差額
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

公 社 債 52,745   51,636   1,108    48,379   46,886   1,492    
株 式 -        -        -        -        -        -        
外 国 証 券 -        -        -        -        -        -        
そ の 他 -        -        -        1,016    1,000    16       
小 計 52,745   51,636   1,108    49,395   47,886   1,508    
公 社 債 1,479    1,482    △ 3 550      550      △ 0 
株 式 -        -        -        -        -        -        
外 国 証 券 -        -        -        -        -        -        
そ の 他 -        -        -        2,822    3,000    △ 177 
小 計 1,479    1,482    △ 3 3,372    3,550    △ 177 

54,225   53,119   1,105    52,768   51,436   1,331    
（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含まれていません。

４.売却したその他有価証券 　　　（単位：百万円）

売却額
売却益の
合計額

売却損の
合計額

売却額
売却益の
合計額

売却損の
合計額

公 社 債 -        -        -        1,400    -        8        
株 式 -        -        -        -        -        -        
外 国 証 券 -        -        -        -        -        -        
そ の 他 -        -        -        -        -        -        
合 計 -        -        -        1,400    -        8        

５.減損処理を行った有価証券
　　該当ありません。

（４）金銭の信託
　　該当ありません。

合計

種類

平成２６年度 平成２７年度
（平成27年3月31日現在) （平成28年3月31日現在)

時価が貸借対照表
計上額を超えるも
の

時価が貸借対照表
計上額を超えない
もの

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの

合計

平成２６年度

平成２６年度 平成２７年度

種類
平成26年 4月 1日から

平成27年 3月31日まで

平成27年 4月 1日から

平成28年 3月31日まで

平成２７年度

種類
（平成27年3月31日現在) （平成28年3月31日現在)
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明治安田損害保険株式会社　平成２８年３月期　決算の概況

（５）デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益
　　該当ありません。

（６）リスク管理債権情報
　　破綻先債権･延滞債権･３ヵ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権に該当する債権はありません。
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明治安田損害保険株式会社　平成２８年３月期　決算の概況

（７）単体ソルベンシー・マージン比率
（単位：百万円、％）

(A) 単体ソルベンシー・マージン総額 67,792 68,902
  資本金又は基金等 56,978 57,136
  価格変動準備金 108 113
  危険準備金 34 34
  異常危険準備金 8,618 9,116
  一般貸倒引当金 － －
  その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益（税効果控除前） 994 1,198
  土地の含み損益 651 915
  払戻積立金超過額 － －
  負債性資本調達手段等 － －
  払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、
  マージンに算入されない額

－ －

  控除項目 － －
  その他 405 389

(B) 単体リスクの合計額
    (Ｒ１＋Ｒ２)

２＋(Ｒ３＋Ｒ４)
２＋Ｒ５＋Ｒ６

一般保険リスク（Ｒ１） 1,717 1,782
第三分野保険の保険リスク（Ｒ２） － －
予定利率リスク（Ｒ３） 9 8
資産運用リスク（Ｒ４） 1,220 1,221
経営管理リスク（Ｒ５） 69 70
巨大災害リスク（Ｒ６） 516 500

(C) 単体ソルベンシー・マージン比率
[(Ａ)／｛(Ｂ)×1/2｝]×100

5,024.6 5,036.7

(注) 「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条（単体ソルベンシー・マージン）および第
87条（単体リスク）ならびに平成８年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出された比率です。
なお、平成２６年度の比率は、平成２８年内閣府令第16号及び平成２８年金融庁告示第10号の改正内容を反映する
前の規定に基づいて算出されており、「(Ａ)単体ソルベンシー・マージン総額」の「その他有価証券評価差額金
・繰延ヘッジ損益（税効果控除前）」は、その他有価証券評価差額金（税効果控除前）の金額を記載しております。

   ＜単体ソルベンシー･マージン比率＞
・ 損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てております
 が、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、
 十分な支払能力を保持しておく必要があります。

・ こうした「通常の予測を超える危険」を示す「単体リスクの合計額」（上表の(B)）に対する「損害保険会社が保有している
 資本金・準備金等の支払余力」（すなわち単体ソルベンシー・マージン総額：上表の(A)）の割合を示す指標として、保険業法
 等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」（上表の(C)）であります。

・ 「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額であります。
   ①保険引受上の危険     ：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を
     （一般保険リスク）     除く。）
     （第三分野保険の保険リスク）
   ②予定利率上の危険     ：実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険
     （予定利率リスク）     
   ③資産運用上の危険     ：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等
     （資産運用リスク） 
   ④経営管理上の危険     ：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの
     （経営管理リスク）     
   ⑤巨大災害に係る危険   ：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険
     （巨大災害リスク）     

・ 「損害保険会社が保有している資本金･準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の純資
 産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金･異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額であります。

・ 単体ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつですが、その数
 値が200％以上であれば｢保険金等の支払能力の充実の状況が適当である｣とされております。

2,698 2,735

区分
平成２６年度 平成２７年度

（平成27年3月31日現在） （平成28年3月31日現在）
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